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「第２次横浜市大都市自治研究会答申（案）」について 

 

本市の附属機関である「第２次横浜市大都市自治研究会」では、第 30次地方制度調

査会の答申や、横浜市を取り巻く社会経済情勢を踏まえて、特別自治市制度の基本的

な考え方や、制度の具体化に必要な論点を審議し、答申案を取りまとめました。字句

修正等を行った上で、10月３日までに答申書が市長あてに提出されます。 

 

１ 諮問事項 

第 30 次地方制度調査会の「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供

体制に関する答申」、道州制など新たな地方分権体制に係る動向、その他、社会経済

情勢の変化などを踏まえた横浜市にふさわしい地方自治制度のあり方について諮問 
  

２ 委員（50音順、敬称略） 

  伊藤 正次（首都大学東京大学院教授）  薄井 一成（一橋大学大学院准教授）

大杉  覚（首都大学東京大学院教授）  高橋 信行（國學院大學教授） 

    辻  琢也（一橋大学副学長）【座長】   沼尾 波子（日本大学教授） 

  【任期：平成 25年 10月４日～平成 28年 10月３日】  
  

３ 開催状況 

平成 25年 10月４日～平成 28年９月 20日までに７回開催  
       

４ 答申（案） 
  

第２次横浜市大都市自治研究会答申（案）（概要） 

 

Ⅰ 横浜市を取り巻く社会経済情勢 
 

○横浜市の人口は、2019 年にピークを迎えた後、減少に転じ、高齢化が進む。横浜

市と三大都市圏以外の地域を比較すると、高齢者人口、老人福祉費ともに横浜市

の伸び率が高く、急激な高齢化に伴う影響が非常に深刻な状況になることが見込

まれる。 
 

○横浜市では、昭和 30年代半ばから整備した公共施設の大部分が、老朽化に伴う

更新時期を迎える。2012年度からの 20年間で必要となる公共施設の保全費は、

総額約３兆 3,450億円と推計され、社会資本の老朽化に備えた対応が求められる。 
 

○横浜市から東京都区部への人口の転出超過数は拡大傾向にある。また、事業所数、

付加価値額、法人市民税額等においても、横浜市と東京都区部には圧倒的な格差

があり、東京都区部への一極集中の影響を受けている。 
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Ⅱ 横浜市にふさわしい地方自治制度 

１ 特別自治市制度について 

（１）特別自治市の必要性 
 

○特別自治市の実現により、大都市が日本全体の経済の発展を支える好循環の拠点

となることが期待される。また、産業構造の変化に伴い、身近な行政サービスの

拡充や市民との協働の拡充等といった行政機能の発揮が求められる。 
 

○特別自治市は、近隣自治体との連携を一層進めることで、地方創生を牽引する役

割を果たすことが期待される。 
 

○特別自治市が横浜市に最もふさわしい地方自治制度であり、今後、より具体的な

特別自治市制度の設計案の提示が求められる。 

 

（２）第 30次地方制度調査会答申で示された課題 
 

○第 30次地方制度調査会答申で示された「住民代表機能のある区の必要性」「警察

事務分割による広域犯罪対応への懸念」「すべての都道府県税・市町村税を賦課

徴収することによる近隣自治体への影響」の３つの課題は、対処策を検討・提示

し得る。 
 

ア 住民代表機能を持つ区の必要性 
 

○特別自治市では、区における意思決定機能の拡充が不可欠であり、横浜市が先駆

的に運用してきた仕組みを進化させ、区行政を民主的にチェックする仕組みを設

置するべきである。 
 

○大都市経営を一体的に行う観点から、区長の位置付けは、公選ではなく、議会の

同意を得て市長が選任する特別職とすることが望ましい。 
 

○今後、区長の権限、議会機能のあり方、住民参画などの仕組みについて、さらに

具体的な制度設計を行う必要がある。特別自治市制度の実現を見据え、現行制度

においても、総合区制度も含め、区のあり方を継続的に検討する必要がある。 

 

イ 警察事務の分割による広域犯罪対応への懸念 
 

○地域防犯対策、交通関連事務、消費者被害対策などは、特別自治市がより主体的

に担うことにより効率的・総合的な対応が可能となり、行政サービスが向上する

効果が高い。具体的な制度設計にあたっては、現在の都道府県警察に移行した経

過や、地方自治法施行令により公安委員会が行政委員会の共同設置の例外になっ

ていることを踏まえた検討も必要である。 
 

○現在の県警察の分割を前提としない制度設計とすれば、広域犯罪対応における懸

念は解消できる。 
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ウ 全道府県税・市町村税を賦課徴収することによる近隣自治体への影響 
 

○県税額の市町村別構成比と人口構成比の割合や、県内市町村の財政力指数からは、

神奈川県内には税源の地域的な偏在性はなく、横浜市だけが財政的に突出してい

ないため、横浜市が特別自治市になることで、県内の横浜市以外の地域の利益が

損なわれる状態とは言えない。 
 

○今後、県内市町村に対する神奈川県の行政サービスの提供に影響を及ぼさない詳

細な制度設計が必要である。さらなる分析を行った上で、神奈川県と協議してい

くことが望ましい。 
 

○特別自治市において著しく歳入が超過する状況が恒常的に見込まれる場合には、

横浜市と神奈川県の間で交付金などによる調整を行うことで、近隣自治体への影

響を回避することが可能である。 

 

２ 当面の取組について 
 

○特別自治市制度の具体的な制度設計を進め、法制化に結び付けることが求められ

る。 
 

○現行制度下においても、市民生活の向上につながる事務を優先して権限移譲を実

現させるとともに、都市内分権についても、総合区制度も含め、区のあり方や住

民自治の強化について、引き続き検討を進め、可能な取組は先行して実施してい

くべきである。 

 

＜参考資料：「第２次横浜市大都市自治研究会答申（案）」＞ 
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前 文 

横浜市は、1956 年に創設された暫定的な制度である指定都市に移行して以来、一貫し

て横浜市にふさわしい大都市制度の創設を求めてきた。さらに、国における大都市制度

改革の議論に合わせ、2013 年３月、指定都市制度を抜本的に見直し、横浜にふさわしい

権限と税財源を持つ大都市制度である「特別自治市」制度の骨子や制度移行に向けた手

続、制度実現までの取組等を示した「横浜特別自治市大綱」を策定し、制度の早期実現

を目指している。しかし、半世紀以上経過した現在においても指定都市制度の抜本的な

見直しはされていない。 

指定都市制度創設後、初めて本格的に大都市制度改革について議論された第 30 次地方

制度調査会の答申（2013 年６月）においては、特別自治市（特別市（仮称））実現の意義

が明確に示されたが、「住民代表機能のある区の必要性」、「警察事務の分割による広域犯

罪対応への懸念」、「すべての都道府県税・市町村税を賦課徴収することによる近隣自治

体への影響」という課題も示され、特別自治市の早期法制化は見送られた。 

一方で、地方分権第４次一括法（2014 年６月公布）により、「県費負担教職員の給与の

負担、定数の決定等（税源を含む）」や「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関

する都市計画の決定」に関する権限移譲が実現するなど、一歩ずつ国や県から指定都市

への権限移譲も進んでいる。 

当研究会は、2013 年 10 月４日に「第 30 次地方制度調査会の答申、道州制など新たな

地方分権体制に係る動向、その他、社会経済情勢の変化などを踏まえた横浜市にふさわ

しい地方自治制度のあり方」について諮問を受けた。その後、横浜市を取り巻く社会経

済情勢や、国における地方分権の取組などを踏まえた上で、横浜市にふさわしい地方自

治制度のあり方について調査・審議を行い、答申として取りまとめた。 
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Ⅰ 横浜市を取り巻く社会経済情勢 

１ 横浜市が抱える課題 

 (１) 人口減少と超高齢社会の到来 

横浜市の将来推計人口（2010 年）によると、横浜市の人口は、2019 年にピー

ク（約 373.6 万人）を迎え、以後減少に転じて、2060 年には約 321 万人となる見

込みで、65 歳以上の高齢者人口は約 113 万人まで増加し、高齢化率は 35.3％に

上昇すると予測されている。 

行政区別の将来人口推計によると、2010 年と比較して 2035 年には、横浜市北

部の行政区の人口は増加するが、南部の行政区では減少し、また、南部や西部の

郊外部で高齢化がより顕著なものとなる。 

高齢者人口について、横浜市と三大都市圏以外の地域を比較すると、2010 年を

基準とした 2035 年の推定伸び率は、三大都市圏以外の地域が約 1.2 倍であるの

に対し、横浜市では約 1.6 倍となる。老人福祉費についても、2009 年を基準とし

た 2035 年の推定伸び率は、三大都市圏以外の地域が約 1.2 倍であるのに対し、

横浜市は約1.6倍となる。横浜市は約373万人の人口を抱える大都市であるため、

他の地域と比較して急激な高齢化に伴う影響が非常に深刻な状況になることが

見込まれている。 

 

(２) 公共施設の保全・更新需要の増大 

横浜市では、今日まで都市を形成する基盤として、また市民サービス提供の場

として、多くの公共施設を整備してきた。都市基盤施設（公園：約 2,600 公園、

下水道管：約 11,800km、道路：約 7,600km、水道管：約 9,100km）や公共建築物

（約 2,600 施設（市営住宅：約 110 施設、学校施設：約 520 施設、市民利用施設：

約 460 施設、社会福祉施設：約 310 施設等）など大量の公共施設を保有している。

これらの多くは、昭和 30 年代半ばから平成の初めまでに集中して整備してきた

ため、現在、その大部分が老朽化に伴う更新時期を迎え、保全・更新費の確保と

いう大きな課題を抱えている。 

横浜市の 2011 年度の試算によると、2012 年度からの 20 年間で必要となる公共

施設（都市基盤施設及び公共建築物）の保全費は、３会計総額で約３兆 3,450 億

円（建替費含む。一般会計：約１兆 7,950 億円（53.7％）、企業会計：約１兆 5,420

億円（46.1％）、特別会計：約 80 億円（0.2％））と推計されている。年平均で約

1,670 億円（建替費含む）が必要となるなど、社会資本の老朽化に備えた対応が

求められている。 
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(３) 東京一極集中と地方創生 

人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくた

め、国は 2014 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を制定した。具体的な施

策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、地方創生に向け

た東京一極集中の是正が掲げられている。 

東京一極集中の状況は、例えば、2015 年の東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、

千葉県）の人口の転入・転出状況をみると、約 12 万人の転入超過である。転入

超過は 20 年連続で、2012 年以降４年連続で転入超過数が増加し、2015 年は前年

に比べて約１万人増加していることから、東京圏への人口流入が加速傾向にある

ことがわかる。 

一方で、東京圏内に位置する横浜市の人口は、東京都区部に対して、3,800 人

以上の転出超過となっている。2015 年に東京圏への転出超過数が全国で最も多か

ったのは、札幌市（3,448 人）、仙台市（3,273 人）、大阪市（3,160 人）の３市だ

が、これと同規模の転出超過数である。東京都区部との転入・転出については、

2000 年までは横浜市への転入超過が続いていたが、2001 年頃を境にして転出超

過に転じ、転出超過数は 2009 年以降、拡大傾向にある。 

また、経済面で横浜市と東京都区部を比較すると、例えば、2014 年の事業所数

は東京都区部が約 58.5 万事業所（全国の約 9.9％）であるのに対し、横浜市は約

13.1 万事業所（同 2.2％）、また、従業者数は、東京都区部が約 806.7 万人（全

国の約 13.1％）であるのに対し、横浜市は 157.4 万人（同 2.5％）と、東京都区

部の２割程度に過ぎない。さらに、付加価値額（2012 年）（※）は、東京都区部

は約 49 兆 7,576 億円で、約 6 兆 6,467 億円の横浜市の約 7.5 倍であり、法人市

民税額についても、約 9,150 億円の東京都区部に比べ、横浜市は約 14 分の 1 の

650 億円弱であり、これらにおいても圧倒的な格差が生じている。なお、経済面

においては、東京都区部との格差だけでなく、人口が横浜市より 100 万人以上少

ない大阪市や名古屋市と比較しても、下位の状況にある。 

このように、東京圏に位置する横浜市においても、東京都区部への一極集中の

影響を受けている。横浜市は大規模な府県並の規模・集積性を有している一方で、

東京圏に位置する大都市という側面もある。将来にわたって活力ある日本社会を

維持するためには、地域の特性に即した地域課題の解決などにより、人口減少克

服と地方創生を併せて行うことが必要である。東京都区部だけでなく、大規模な

都市が核となり、それらの複数の核が社会活動や経済活動を牽引していくことが、

日本全体の経済発展の底上げにつながると考える。 

     
※付加価値額…企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、生産額から原材料等の中間投  

入額を差し引くことによって算出したもの。 
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２ 第 30 次地方制度調査会答申後の国及び横浜市の取組 

第 30 次地方制度調査会の答申を踏まえ、2014 年６月に地方自治法の一部を改正す

る法律が成立し、指定都市について区の事務所が分掌する事務を条例で定めることと

した。また、区に代えて総合区を設け、議会の同意を得て選任される総合区長を置く

ことができること、さらに、二重行政を解消するため、指定都市都道府県調整会議を

設置することなど、指定都市制度の見直しが講じられた。 

横浜市では、この地方自治法改正に基づき、「横浜市区役所事務分掌条例」（2016

年４月１日施行）を制定した。本条例は、法が要請する区役所の分掌事務を単に列記

するだけでなく、区役所の役割や区局の連携・調整に関する事項についても明示し、

横浜市が目指す特別自治市における区の姿を見据えた内容で、大都市制度改革の前進

に向けた一歩と言える。 

地方分権改革の動向としては、第 30 次地方制度調査会答申で示された都道府県か

ら指定都市への事務・権限の移譲等を推進するため、地方分権第４次一括法が 2014

年５月に成立した。 

また、2014 年から新たに導入した「提案募集方式」における地方公共団体等から

の提案等を踏まえ、地方分権第５次一括法（2015 年６月成立）には、「農地転用許可

の権限」、「指定都市立特別支援学校の設置等の認可権限」や「火薬類の製造許可権限」

等の移譲が、さらに、地方分権第６次一括法（2016 年５月成立）には、「地方版ハロ

ーワークの創設」等が盛り込まれた。 

横浜市においても、地方分権第４次一括法において、「県費負担教職員の給与負担

等に関する権限」や、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に関する決定権限」

などが県から移譲され、特に、「県費負担教職員の給与負担等に関する権限」につい

ては、初めて税財源も併せて移譲された。また、「自家用有償旅客運送の登録・監査

等」については、希望する都道府県・市町村に対して移譲する「手上げ方式」が採用

され、2016 年１月に、指定都市として初めて移譲を受けた。さらに、地方分権第５

次一括法の「農地転用許可の権限」については、2016 年６月に、都道府県に代わり

権限を行使する初の指定市町村に指定され、11 月からの運用開始に向けて準備を進

めている。 
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Ⅱ 横浜市にふさわしい地方自治制度 

１ 特別自治市制度について 

(１) 特別自治市の必要性 

横浜市は、これまで長年にわたり、現行の地方自治制度の枠組みの中で、他都

市に先駆けて、地方分権や都市内分権の改革に着実に取り組んできている。 

しかし、東京一極集中、人口減少・超高齢社会の到来、公共施設の保全・更新

需要の増大など、横浜を取り巻く、大都市として抱える諸課題の深刻さが増して

いる。 

指定都市制度を前提とした大都市制度改革では、県との二重行政や税制上の不

十分な措置など、現行の地方自治制度が抱える課題の解消には限界が見えてきて

いる。 

さらに、横浜市のような大規模な都市が活力を失い、諸課題への対応力が低下

した場合、都市の規模が大きい分、財政面においても、日本全体に大きな影響を

及ぼす事態も想定される。 

このような事態を未然に防止し、将来にわたり活力ある日本社会を維持するた

めには、核となる大規模な都市が自立することで、その力を発揮し、日本全体の

経済を下支えしていくことができる仕組みをつくることが、喫緊の課題である。 

国における地方創生の一環としても、大都市が地域の特性を生かした施策を展

開できるよう、特別自治市制度の早期立法化とその実現が図られるべきである。 

特別自治市の実現により、市と県の二重行政による非効率な支出を見直し、こ

れにより生み出した財源を、他の行政サービスや将来への投資へ回し、さらに積

極的な政策展開を行うことによって、大都市が圏域の経済のみならず、日本全体

の経済の発展を支えるという好循環を生み出す、その拠点となることが期待され

る。 

また、日本の産業構造が重厚長大産業中心から、ICT の活用等により付加価値

を創出する新たな形態へ変化している。働き方においても職住近接が可能となる

など、地域づくりや産業政策等における、行政に求められる機能は変化していく

と考えられる。就業者が生活する住宅エリアやそれを取り巻く環境、施設等が集

積している横浜のような大都市は、特別自治市の実現により、身近な行政サービ

スの拡充や市民との協働の取組の拡充といった機能のさらなる発揮が求められ

る。 

さらに、特別自治市は、近隣自治体との連携を一層進めることで、地方創生を

牽引する重要な役割を果たすことが期待される。横浜市は、国が推進する連携中

枢都市圏構想における連携中枢都市の対象ではないが、特別自治市においては、

広域的な視点を持って、法定の連携協約の制度を活用することで、近隣自治体と

連携し、地域の実情に応じた圏域全体を見据えた政策を展開することも期待でき
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る。特に、人口減少・高齢化が進んでいる横浜市の郊外部などは、同様の課題を

抱える近隣自治体との連携により、医療・福祉分野など実情に応じた都市機能の

集積や生活機能サービスの確保・向上などの効果も見込める。 

横浜市は、特別自治市制度の骨子として、「横浜特別自治市大綱」（2013 年３月）

において、次の４点を提示している。 

    ア 特別自治市としての横浜市は、原則として、現在県が横浜市域において実施

している事務及び横浜市が担っている事務の全部を処理する。 

    イ 特別自治市としての横浜市は、市域内地方税の全てを賦課徴収する。 

    ウ 特別自治市としての横浜市は、神奈川県及び近接市町村等との水平的・対等

な連携協力関係を維持・強化する。 

    エ 特別自治市としての横浜市の内部の自治構造は、市－区の２層構造を基本と

し、現行の行政区を単位に住民自治を制度的に強化する。 

当研究会としても、特別自治市が横浜に最もふさわしい地方自治制度であると

考える。今後、特別自治市制度の早期法制化を求めるにあたっては、後述する第

30 次地方制度調査会から示された課題を含め、今後、より具体的な特別自治市制

度の設計案を提示していくことが求められる。 

 

(２) 第 30 次地方制度調査会答申で示された課題 

    第 30 次地方制度調査会の答申では、「住民代表機能のある区の必要性」、「警察

事務の分割による広域犯罪対応への懸念」、「すべての都道府県税・市町村税を賦

課徴収することによる近隣自治体への影響」という３つの課題が示された。 

総論から言えば、上記の３つの課題については、各々、対処策を検討・提示し

得ると考えられる。 

 

ア 住民代表機能を持つ区の必要性 

(ア) 特別自治市における区のあり方 

第 30 次地方制度調査会答申では、特別自治市（特別市（仮称））における区

について、「一層制の大都市制度である特別市（仮称）について、法人格を有し、

公選の長、議会を備えた区を設置して実質的に二層制とすることが必要とまで

は言い切れないが、現行の指定都市の区と同様のものを設置することでは不十

分であり、少なくとも、過去の特別市制度に公選の区長が存在していたように、

何らかの住民代表機能を持つ区が必要」との課題が示された。 

過去の特別市制度が構想された時代背景と今日では、大都市の区の位置づけ

も変化している。横浜市では、1970 年前後から全国の指定都市に先駆けて、区

役所の機能強化に取り組むとともに、市レベル、区レベルでの住民参画の取組

や市民との協働の取組を推進している。 
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2015 年６月に発表した「『特別自治市』制度における区のあり方（基本的方

向性）」の中では、「一層制の大都市制度である特別自治市では、特別区のよう

に、基礎自治体機能を備えたフルセット型の区を目指すのではなく、区と局の

適切な事務分担や区局連携を生かした行政区とし、区長公選は行わない」こと

を明確にしている。その上で、「区局連携を最大限生かした、効率的・効果的な

行政運営を行い、区の役割の拡充と住民自治の強化に伴う区長の権限を強化し、

区長を特別職にするなど、区長の位置付けの変更を検討する」としている。さ

らに、区選出の市会議員が区行政を民主的にチェックする仕組みを構築するこ

ととし、特別自治市における区は、「区役所の機能強化・役割拡充、区長の権限

強化」、「地域協働の取組や区行政への住民参画」、「市会議員による区行政の民

主的チェック」の３つの取組を三位一体で行う必要があるとしている。 

大都市は、全市一体の規模の経済性を生かし、集約・配分調整による効率的

な都市経営を行う一方で、区レベルでの都市内分権による範囲の経済性を組み

合わせていくことが強みとなる。ここで示されている特別自治市における区の

あり方は、これらを両立させる試みとして捉えることができる。 

 

(イ) 住民代表機能強化の方策 

特別自治市においては、区の役割や権限が強化され、区で扱う予算も拡充さ

れることから、区における意思決定機能の拡充が不可欠である。 

第 30 次地方制度調査会では、住民自治機能の強化として、市議会内に区選出

市議会議員を構成員とした、一又は複数の区を単位とする常任委員会を置くこ

となどが議論された。横浜市では、区に係る予算や当該区の主要事業について

協議する機関として、区選出市会議員で構成される「区づくり推進横浜市会議

員会議」を 1994 年に設置している。当会議は市会議長が招集するもので、20

年以上にわたって運用し、2014 年には議会基本条例に明確に位置づけ、協議対

象も拡大している。特別自治市においても、横浜市が先駆的に運用してきたこ

の仕組みを進化させ、区行政を民主的にチェックする仕組みを設置すべきであ

る。 

また、一層制の大都市制度である特別自治市において、公選により市長とは

別に選ばれた者が市長の補助機関である区長となると、市長と区長の運営方針

が異なるなど政治的対立の可能性が生じる。大都市経営を一体的に行う観点か

らも、区長の位置付けについては、公選ではなく、議会の同意を得て市長が選

任する特別職とすることが望ましい。 

今後、特別自治市における区については、区長の権限、議会機能のあり方、

住民参画などの仕組みについて、さらに具体的な制度設計を行う必要がある。 

さらに、地方自治法の改正により、区に代えて総合区を設け、議会の同意を
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得て選任される総合区長を置くことができることとなっている。総合区長は、

公選ではなく特別職の区長であり、特別自治市における区長の位置づけと同様

である。特別自治市制度の実現を見据え、現行制度においても、総合区制度も

含め、区のあり方について、継続的に検討を行う必要がある。 

 

イ 警察事務の分割による広域犯罪対応 

(ア) 現行の警察組織・広域犯罪への対応 

日本の警察組織は、内閣総理大臣が所轄する国家公安委員会が警察庁を管理

し、都道府県知事が所轄する都道府県公安委員会が都道府県警察を管理する仕

組みとなっている。 

国の機関として警察庁が置かれ、警察庁長官は都道府県警察を指揮監督し、

指定都市を包括する道府県警察には、市警察部が置かれ、指定都市との連絡・

調整を主な役割としている。 

通信手段や交通機関の発達等を背景に犯罪が広域化したことから、多くの犯

罪捜査では、複数の都道府県にまたがって活動する必要が生じている。このた

め、都道府県警察の単位を越えて広域的に捜査を行う広域捜査隊の編成のほか、

複数の都道府県警察による合同捜査や共同捜査が積極的に推進されている。 

また、警察庁の地方機関である管区警察局は、組織犯罪対策、来日外国人犯

罪対策や広域的な対処を必要とする重要事件の合同捜査、共同捜査等に関して、

府県警察に対する指導・調整を行っている。また、悪天候時の高速道路の交通

規制、飲酒検問や大規模な集団暴走等の一斉取締りの調整等、府県をまたがる

交通管理・交通対策の同一性を確保している。 

さらに、警察庁では、複数の管区警察局の管轄区域で発生している社会的反

響の大きい凶悪または特異な事件で複数の地域にまたがり組織的に捜査を行う

必要がある事件を警察庁指定事件として指定し、都道府県警察と捜査会議を開

催し、捜査方針を協議するほか、関係情報を収集・分析するなど、事件の解決

に向けて捜査活動を支援している。 

 

(イ) 特別自治市における警察のあり方 

第 30 次地方制度調査会の答申では、特別自治市の警察事務について、「特別

市（仮称）は全ての都道府県、市町村の事務を処理するため、例えば警察事務

についても特別市（仮称）の区域とそれ以外の区域に分割することとなるが、

その場合、組織犯罪等の広域犯罪への対応に懸念がある」と指摘されている。 

指定都市では、地域防犯対策や交通安全対策について、すでに区、市民、警

察署が連携して実施しており、警察事務との連携が必要な道路管理や一部の道

路標識の設置などの交通関連事務についても、道路管理者として取り組んでい
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る。また、最近の消費者被害は、振り込め詐欺など、広域犯罪に絡んでいるも

のも増えており、大都市が実施している消費者相談との連携も重要である。 

地域防犯対策、交通関連事務（信号機及び道路標識・標示の設置や交通指導

取締り等）、消費者被害対策などは、特別自治市がより主体的に担うことにより

効率的・総合的な対応が可能となり、行政サービスが向上する効果が高いと考

えられる。 

しかし、具体的な制度設計にあたっては、1954 年に現在の都道府県警察に移

行した経過や、地方自治法施行令により公安委員会が行政委員会の共同設置の

例外になっていることを踏まえた検討も必要である。市域内にかかる地方事務

のすべてを担う特別自治市においては、警察事務についても県から特別自治市

への移譲を原則としつつも、例えば、現在の県警察組織の中の市警察部の役割

を確立し、市警察部警察職員の人件費等の経費負担等を特別自治市が担う等、

現在の県警察の分割を前提としない制度設計とすれば、広域犯罪対応における

懸念は解消できると考えられる。 

 

ウ 全道府県税・市町村税を賦課徴収することによる近隣自治体への影響 

(ア) 現在の状況 

第 30 次地方制度調査会の答申は、「特別市（仮称）は全ての道府県税、市町

村税を賦課徴収することとなるため、周辺自治体に対する都道府県の行政サー

ビスの提供に影響するという懸念もある」と指摘している。 

横浜市内で実施している神奈川県の全ての業務・施設を現状のままで横浜市

が引き継ぐことを前提とした、神奈川県から移管される歳入歳出についての試

算では、県の財政収支は現状より悪化することはなく、県及び県内市町村の財

政に影響は少ないという結果となっている。（横浜市大都市自治研究会「第１次

提言」（2012 年３月）） 

また、都道府県別に市町村の財政力指数（※）を平均すると、神奈川県は全

国３位であり、神奈川県内で財政力指数が横浜市以上の市町村は、横浜市を除

いた県内 32 市町村中 10 市町村ある（2014 年度）。 

県税額の市町村別構成比と人口構成比の割合や、県内市町村の財政力指数か

らは、神奈川県内には税源の地域的な偏在性はなく、横浜市だけが財政的に突

出していないため、少なくとも横浜市と神奈川県内の市町村の間では、横浜市

が特別自治市になることにより、県内の横浜市以外の地域の利益が損なわれる

状態とは言えない。 
 

 

※財政力指数…地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値

の過去３年間の平均値。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいこ

とになり、財源に余裕があるといえる。 
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(イ) 特別自治市における近隣自治体との財政的関係 

 横浜市が特別自治市となり、市域内の地方税のすべてを賦課徴収しても、た

だちに県及び県内市町村の利益が損なわれる状態とは言えないが、今後、県内

市町村に対する神奈川県の行政サービスの提供に影響を及ぼさない詳細な制度

設計が必要である。なお、神奈川県において、財源不足が生じる場合には、必

要な財政需要に応じ、一義的には地方交付税により措置されることとなるが、

県内市町村に対する神奈川県の行政サービス提供への影響については、特別自

治市の具体的な事務権限等を整理し、県有施設の対応等も含め、歳入歳出のシ

ミュレーションなど、さらなる分析を行った上で、神奈川県と協議していくこ

とが望ましい。特別自治市において著しく歳入が超過する状況が恒常的に見込

まれる場合には、横浜市のみならず県内において、効率的かつ持続可能な行政

サービスが提供できるよう、横浜市と神奈川県の間で交付金などによる調整を

行うことで、近隣自治体への影響を回避することは可能と考えられる。 

 その他、特別自治市においては、広域的な視点として、県が立案・執行して

きた県域全体における計画・事業等において、特別自治市域が対象外となるこ

とによる支障が生じないように、特別自治市と県の情報共有や協議などによる

連携の仕組みが求められる。 

 

２ 当面の取組について 

特別自治市制度については、前述した３つの課題の他にも、(１)特別自治市の事務

権限（特に公共施設管理等の任意事務のあり方）、区局の役割分担、(２)県・近隣自

治体との広域連携のあり方、(３)特別自治市の制度化に向けて地方自治法等に盛り込

むべき内容、(４)特別自治市への移行手続等についても、分析・検討し、具体的な制

度設計を進め、法制化に結び付けることが求められる。 

また、法制化までの間は、2016 年４月から新たに制度化された「指定都市都道府

県調整会議」なども活用し、現行制度下においても引き続き、市民生活の向上につな

がる事務を優先して権限移譲を実現させるとともに、都市内分権についても、総合区

制度も含め区のあり方や住民自治の強化について、引き続き検討を進め、可能な取組

は先行して実施していくべきである。 
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【参考１】横浜市の将来人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考２】横浜市の行政区別将来人口推計 
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出典：横浜市将来人口推計（2010 年国勢調査に基づく）をもとに作成 

出典：横浜市将来人口推計（2010 年国勢調査に基づく）をもとに作成 ※増減は 2010 年と 2035 年の比較に基づく 
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【参考３】横浜市の高齢化率の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考４】行政区別高齢化率の推計 
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（昭和 60 年） 
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2010 年 
（平成 22 年） 

出典：国勢調査をもとに作成 

出典：横浜市将来人口推計（2010 年国勢調査に基づく）をもとに作成 

＊2040 年以降は参考値 
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【参考５】横浜市と三大都市圏以外の地域における高齢者人口・老人福祉費の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考６】公共建築物の築年度別整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考７】公共施設の保全費の将来推計（2012 年度～2031 年度に必要となる総額の３会計内訳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 高 齢 者 人 口 ＞ ＜ 老 人 福 祉 費 ＞ 

約１.６倍 約１.６倍 

出典：第 30 次地方制度調査会第６回専門小委員会資料をもとに作成 

※「三大都市圏」とは、東京圏、名古屋圏及び大阪圏を指す 

出典：横浜市公共施設管理基本方針（2015 年３月） 

出典：横浜市公共建築物マネジメント白書（2013 年３月） 
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【参考８】横浜市の東京都区部との転入・転出超過数（1991 年～2015 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考９】事業所数、従業者数、付加価値額の東京都区部、大阪市、名古屋市との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「平成 24 年経済センサス-活動調査結果」をもとに作成 

出典：総務省「平成 26 年経済センサス-基礎調査結果」をもとに作成 
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【参考 10】上場企業数と法人市民税 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 11】地方自治法の一部を改正する法律の概要（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省作成資料 

出典：上場企業数は「四季報」（2015年12月現在）、法人市民税は 
2014度決算ベース、東京23区は法人都民税額（東京23区の 
法人市町村民税相当額と東京都の法人道府県民税相当額の合計額） 
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【参考 12】横浜市区役所事務分掌条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、区の設置並びに区の事務所の位置、名称及び所管区域を定める条例（昭和 34 年

３月横浜市条例第１号）第３条に規定する区の事務所（以下「区役所」という。）の役割を明らかに

するとともに、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 20 第２項の規定に基づく区役所の

事務分掌その他必要な事項を定めるものとする。 

（区役所の役割） 

第２条 区役所は、次に掲げる役割を担うものとする。 

(1) 住民に身近な行政サービスを提供すること。 

(2) 区の地域における協働を総合的に支援すること。 

(3) 区の地域における課題及び要望を把握し、並びに市政に関する情報を提供すること。 

(4) 区の地域の特性に応じた行政運営を推進すること。 

(5) 区の区域内において横浜市が行う事務事業について必要な総合調整を行い、区における総合行 

政の推進を図ること。 

（区役所の事務分掌） 

第３条 区役所の事務分掌は、次のとおりとする。 

(1) 区の行政運営に係る企画及び総合調整に関する事項 

(2) 区における地域の振興に関する事項 

(3) 区における戸籍及び住民基本台帳に関する事項 

(4) 区における社会福祉、保健及び衛生に関する事項 

(5) 区における住民の安全に資するまちづくりに関する事項 

(6) その他区における住民に身近な行政サービスに関する事項 

２ 区役所の組織の事務分掌については、規則で定める。 

（区長の意見陳述等） 

第４条 区長は、当該区の地域における課題を解決し、又は要望に対応するため必要があると認めると 

きは、関係する局長（横浜市事務分掌条例（昭和 26 年 10 月横浜市条例第 44 号）第１条に掲げる統 

括本部及び局、消防局、水道局、交通局並びに医療局病院経営本部の長並びに教育長をいう。）と 

協議を行うものとする。 

２ 市長は、前項の協議に関し、必要と認めるものについて、区長が当該予算、制度等に関する意見を 

述べる機会を設けるものとする。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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【参考 13】地方分権第４次一括法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 14】地方分権第５次一括法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府作成資料 

出典：内閣府作成資料 
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【参考 15】地方分権第６次一括法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 16】横浜市における区の機能強化等の主な変遷 

1969 年 
一度で用の足りる区役所 

・区長室の設置  ・市民課の再編・強化  ・総合庁舎の計画的建設 

1977 年 
総合機関としての区役所の実現 

・区要望反映システムの導入 ・福祉事務所と建築事務所の編入 ・区政部・福祉部の２部制に 

1994 年 

地域総合行政機関としての区役所の実現 

・「個性ある区づくり推進費」創設 

・「区づくり推進横浜市会議員会議」設置  ・保健所（部相当）の編入 

2002 年 
福祉・保健の連携強化 

・福祉保健センターの設置 

2004 年 

新時代の区の機能強化Ⅰ 

・経営機能の強化（区長公募、副区長の設置、組織の自律編成） 

・地域行政機能の拡大（市立保育所の移管、まちの計画・支援・相談窓口の設置、 

道路局「土木事務所」・緑政局「公園緑地事務所」を区役所兼務化） 

2005 年 

新時代の区の機能強化Ⅱ 

・区予算制度の改革 

・道路・下水道・河川・身近な公園などの維持管理機能の移管（土木事務所の編入） 

・戸籍課証明発行窓口 ・税証明のワンストップ化の全区展開 

・行政サービスコーナーの機能拡充 

2009 年 
地域の多彩な活動を支える区役所 

・地域支援機能強化に向けた地域力推進担当の設置 

2010 年 

・保育所待機児童の解消に向けた対応 

地域協働の総合支援拠点としての区役所の実現 

 ・地域支援機能強化に向けた地域力推進担当の全区設置 

2011 年 
・区役所の意向をより市政に反映させるため、区長会議など区役所会議の機能を強化 

・地域運営補助金の創設 

2013 年 
・地区担当制の全区導入 

・地域ニーズ調書（区から局への提案）の公表 

2016 年 「横浜市区役所事務分掌条例」及び「区における総合行政の推進に関する規則」の施行 

出典：内閣府作成資料 



20 

 

【参考 17】『「特別自治市」制度における区のあり方（基本的方向性）』の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市『「特別自治市」制度における区のあり方（基本的方向性）（概要）』 
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【参考 18】国の警察組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 19】都道府県の警察組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：警察白書（2015 年） 

出典：警察白書（2015 年） 
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【参考 20】広域犯罪への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 21】全国市町村の都道府県別財政力指数（2014 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：警察白書（2008 年）をもとに作成 

出典：総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」をもとに作成 
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【参考 22】神奈川県内市町村財政力指数（2014 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考 23】移譲が実現していない事務権限例 

  

私立幼稚園の設置認可、医療計画の策定、都市計画事業の認可、一級河川（指定区

間）・二級河川の管理、急傾斜地崩壊危険区域の指定、災害時の応急救助の実施、

自衛隊の災害派遣の要請 等 

 

 

出典：総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」をもとに作成 


